
【基本的な考え方】
　子が 4人以上であったり、権利者・義務者がそれぞれ当事者間の

子らを養育したりしている場合や、子が収入の多い権利者に養育され

ていたりする場合など、標準算定方式又は算定表を直接適用できない

事情がある場合には、標準算定方式・算定表を修正して標準的な婚

費・養育費を算出することができます。

　そのうえで、最終的な婚費・養育費の額は、これにその他の個別的

事情を考慮して定めます。

1  子が 4人以上の場合

　算定表で想定されている子の数は 3人までであるため、子が 4人以上いる

場合は算定表を直接適用することができません。

　この場合、標準算定方式（Q3・ 3参照）を用いて、婚費については権利

者世帯に割り振られる費用を、養育費については子が義務者と同居している

と仮定した場合の子の生活費を、実際の子らの生活費指数を用いて計算する

ことで標準的な分担額を算出することができます。

　また、養育費については、算定表で得られた数値を修正して用いる方法も

あります。すなわち、義務者の基礎収入のうち子の生活費に充てられる割合

について 0～14歳の子 1人の場合と比べた比率を出し、算定表（表 1）養育

費・子 1人表（子 0～14歳）で得られた数値に掛け合わせて標準的な分担額

を得ることができます。

　なお、子ごとの養育費額については、上記により得られた分担額を子らの

生活費指数により按分し、参考値を得ることができます。
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当事者間の子に標準算定方式・算定表を直接
適用することができない事情がある場合の算定
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【設　例】
　権利者 A（給与収入120万円）が義務者 B（給与収入500万円）との

間の15歳以上の子 Cと 0～14歳の子 D～Fを養育し、単身で生活する

義務者Bに婚費・養育費を求める場合
＊ 「給与収入」とは、源泉徴収票上の「支払金額」欄記載の金額を示します
（Q8参照）。

同居

A

C D E F

B

【考え方】
（ 1）婚姻費用について

　権利者 A世帯に割り振られる婚費 Z

　　＝｛義務者Bの基礎収入 X（500万円×基礎収入割合42％＝210万円）

　　　＋権利者Aの基礎収入Y（120万円×基礎収入割合46％＝約55万円）｝

　　　× 権利者Aの指数100＋子 C～Fの指数（85× 1人＋62× 3人）
権利者 Aの指数100＋子 C～Fの指数（85× 1人＋62× 3人）＋義務者Bの指数100

　　＝約210万円

　義務者Bから権利者 Aに支払うべき婚費の分担額（月額）

　　＝（権利者 A世帯に割り振られる婚費 Z約210万円

　　　－権利者 Aの基礎収入 Y約55万円）

　　　÷12か月

　　＝12～14万円程度
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2   養育費調停条項の具体例① 
担保権実行手続は先行しておらず、養育費義務者による任
意の既払がない場合

（ 1）法定養育費を含めて形成養育費を定める内容の調停には、形成養育費

の始期（申立月）以降の法定養育費のみを含める場合（＝離婚日から形成養

育費の始期までの法定養育費は含めない：「B」部分のみ含める場合）と離

婚日からの法定養育費すべて（＝離婚日から形成養育費の始期までの法定養

育費＋始期（申立月）以降の法定養育費：「A」＋「B」部分）を含める場合

とが考えられます。実務では、紛争の全体的な解決のため、当事者の意向も

踏まえて、離婚日からの法定養育費すべてを含めて解決を検討することが多

くなるように思われます。

　法定養育費を含めて解決する場合、始期後の法定養育費（「B」部分）は、

形成養育費に包含され、一体のものとして形成されます。したがって、始期

後については、法定養育費を含むとはいえ、調停、審判の結論に大きな差は

ありません。他方で、始期前の法定養育費（「A」部分）については、未払
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【Ⅴ】手続に関する論点

形成養育費に始期後の法定養育費を含めて調停成立する場合の関係図（子
1人の場合）

（筆者作成）



の監護に要する費用を含むこと及び子の人数を明らかにするため、婚費が上

記費用を含むことと対象となる子の続柄と名を記載することが必要です。

【婚費調停条項の例】

1  　相手方は、申立人に対し、婚姻費用分担金（当事者間の長男Aの監護に要

する費用を含む。）として月額〇万円（＊ 1）を、令和〇年〇月（＊ 2）から

離婚又は別居解消に至るまで、毎月末日限り、申立人が指定する金融機関の預

金口座に振り込む方法により支払う。振込手数料は相手方の負担とする。

2  　相手方は、申立人に対し、〇年〇月（＊ 3）から〇年〇月（＊ 4）までの未

払婚姻費用分担金として〇万円の支払義務のあることを認め、これを〇年〇月

末日限り、前項記載の口座に振り込む方法により支払う。振込手数料は相手方

の負担とする。

3  　調停費用は各自の負担とする。

　（＊ 1）算定表から算定した婚費の額

　（＊ 2）調停成立月

　（＊ 3）手続申立月（婚費の始期）

　（＊ 4）調停成立前月の末日

　【婚費審判の理由の例】

　「よって、相手方は、申立人に対し、子らの監護に要する費用を含む婚姻費用

分担金として、令和〇年〇月（＊ 1）から同年〇月（＊ 2）までの未払額〇円を

ただちに、同年〇月（＊ 3）から当事者の離婚又は別居解消に至るまで、毎月末

日限り、 1か月当たり〇万円を支払うべきであるから、主文のとおり審判する。」

　（＊ 1）手続申立月（婚費の始期）

　（＊ 2）審判の月の前月

　（＊ 3）審判の月
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調停条項・養育費調停条項の考え方と実例／法定養育費減免の調停条項

【基本的な考え方】
　離婚時から発生する法定養育費を形成養育費の調停に含めて解決す

る場合、債務名義によらずに執行できる法定養育費と、これを含めて

定めた形成養育費について、義務者が二重払の負担を負わないよう、

調停で解決した又は解決しなかった法定養育費の範囲を清算条項にお

いて明確にする必要があります。

　また、婚費・養育費の調停条項では、子の監護費用について先取特

権が付与されることを踏まえ、その範囲を明らかにするための事項を

調停事項に記載します。婚費の調停条項では、子の監護費用が含まれ

る場合にはこれを明らかにし、子の続柄と名を記載します。養育費の

調停条項では、未払養育費分について、法定養育費・形成養育費の別

と始期及び終期並びにそれぞれの未払額を明示する必要があります。

　義務者による既払金がある場合や執行手続により支払を受けた場合、

その支払によって充当される（清算される）対象となる法定養育費・

形成養育費の範囲や順序は合意がある場合はそれによりますが、合意

がない場合は法定充当の方法を参照することになります。

　婚費・養育費及び法定養育費の減免に関する具体的な調停条項の例

は解説を参照。

1  婚費・養育費の調停条項・審判と法定養育費及び子の監護費用の先取特権（総論）

　令和 6年改正法の施行により、法定養育費制度が新設され、法定養育費を

含む子の監護に要する費用一般には先取特権が付与されることになりました

（Q35）。これに伴って、養育費の調停条項の内容の調整や審判について、次
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